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③ 男女別・年齢階級別の転入・転出の推移 

 年齢階級別の人口移動の長期的傾向を男女別で見ると、女性は男性より転入出の変動が

小さいと言えます。特徴的な点を以下にまとめます（<１>～<４>は図の番号と一致）。 

【男性】 

<１>０～４歳→５～９歳 

 1980 年代は転出超過でしたが、その後回復傾向にあり、平成 22（2000）年以降は

転入超過に転じました。 

  <２>10～14 歳→15～19 歳、15～19 歳→20～24 歳 

 純移動数が最も多い区分ですが、1980 年代後半からは減少傾向にあります。 

<３>25～29 歳→30～34 歳、30～34 歳→35～39 歳、35～39 歳→40～44 歳 

 転出超過が続いていましたが、平成 17（2005）年→平成 22（2010）年においては

転入超過に一転しました。 

<４>60～64 歳→65～69 歳以降 

 平成 12（2000）年→平成 17（2005）年においては転入超過でしたが、平成 17（2005）

年→平成 22（2010）年においては転出超過に転じています。 

 

図表 1-2-11 年齢階級別⼈⼝移動の推移（男性） 

 

※資料：「国勢調査」より作成
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３．地域別の人口と人口構成の推移 
 

（１）地域別に把握する目的と概況 
 市内には鉄道が２路線（西武池袋線、西武

新宿線）通っており、駅が５つあることから、

地域別に生活圏が異なることが想定されま

す。 

 例えば、持ち家比率（持ち家に住む世帯の

割合）を見ると、ひばりが丘四丁目と西原町

四丁目はともに 80％を超えている一方で、新

町一丁目とひばりが丘三丁目で 20％を下回

っています。持ち家比率がやや高い町丁目は

市の北部や西武池袋線南側に多く、持ち家比

率がやや低い町丁目は西武柳沢駅・東伏見駅

周辺に多く見られます。 

このように地域別の状況を把握すること

は将来の「まちのかたち」を見る上で重要な

視点と考えられます。 

図表 1-3-1 町丁目別持ち家⽐率 
（世帯単位） 

 

※資料：「国勢調査」（平成 22 年）より作成

 

 今回の地域別の分析単位には、行政サービスにおける圏域として代表的な「地域包括支

援センター担当地域」を参考とし、各地域の現況と予測される変化を把握します。 

 

 ８つの地域包括支援センターがあり、各地域包括支援センターの担当地域ごとに概況を

整理します（以下、地域包括支援センター名で表記）。 

 

生活圏域 地域包括支援センター 担当地域 

北東部 

圏域 

① 栄町地域包括支援センター 
ひばりが丘北・ 

北町・栄町・下保谷

② 富士町地域包括支援センター 東町・中町・富士町

中部 

圏域 

③ 泉町地域包括支援センター 
北原町・泉町・ 

住吉町 

④ 田無町地域包括支援センター 田無町・保谷町 

西部 

圏域 

⑤ 緑町地域包括支援センター 
緑町・谷戸町・ 

ひばりが丘 

⑥ 西原町地域包括支援センター 西原町・芝久保町 

南部 

圏域 

⑦ 向台町地域包括支援センター 南町・向台町 

⑧ 新町地域包括支援センター 新町・柳沢・東伏見
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３
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８
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（２）事業所及び従業者数の動向 
 

 事業所数は、近年減少傾向を示していましたが、平成 26（2014）年にはやや増加してい

ます。また、従業者数は平成 24（2012）年に大幅に減少しましたが、平成 26（2014）年に

は、平成 13（2001）年、平成 18（2006）年程度まで回復しています。従業者数では、「医

療、福祉」と「教育、学習支援業」の伸びが特に大きくなっています。 

 

図表 2-5-2 事業所数及び従業者数の推移 

 

※資料：統計にしとうきょう（平成 25 年版・22 年版）、 

平成 26 年経済センサス基礎調査結果より作成  

図表 2-5-3 産業大分類別事業所数の推移 

 

※資料：統計にしとうきょう（平成 25 年版・22 年版）、 

平成 26 年経済センサス基礎調査結果より作成
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独自推計

施策効果による将来人口想定

４．シミュレーションを踏まえた、将来人口の想定 
 今後予想されている人口減少や人口構造の変化が今後の施策効果により抑制された結果、

平成 37（2025）年以降に独自推計を上回る将来人口が想定されます。 

図表 3-4-1 独自推計と前提条件 
 独自推計 将来人口 

推計手法 コーホート要因法 コーホート要因法（独自推計による） 

基準人口 平成 27（2015）年 7 月 1 日時点 

住民基本台帳人口（外国人を含む） 

平成 27（2015）年 7 月 1 日時点 

住民基本台帳人口（外国人を含む） 

推計人口 平成 32（2020）年～平成 72（2060）の 5

年おきの住民基本台帳人口（各年 7 月 1

日） 

平成 32（2020）年～平成 72（2060）年の 5 年

おきの住民基本台帳人口（各年 7 月 1 日） 

出 生 に 関

する仮定 

平成 25 年（2013）年の合計特殊出生率

の実績値をもとに、社人研推計における

仮定値（子ども女性比を合計特殊出生

率に変換）を補正。 

左記、独自推計に基づき、平成 21（2009）年

～平成 26（2014）年の過去 5 年間の合計特

殊出生率の伸び率 1.004（調整値）が続き、

平成 32（2020）年に 1.27 となり（※）、その後

一定になると仮定。 

死 亡 に 関

する仮定 

社人研推計と同じ仮定値を用いる。 社人研推計と同じ仮定値を用いる。 

移 動 に 関

する仮定 

平成 22（2010）年～平成 27（2015）年の

住民基本台帳人口（日本人のみ）に基づ

いて移動率を算出。さらに、現時点で見

込まれる大規模開発による人口増加分

を加算。 

左記、独自推計に基づき、平成 32（2020）年

以降は、「20～24 歳→25～29 歳」、「25～29

歳→30～34 歳」の純移動率が、男性・女性と

も「±０」（転出数と転入数が等しく、転出超

過が０）とする。 

（※）合計特殊出生率の伸び率（開発の影響による急激な増減等、特殊要因を除く調整値） 

図表 3-4-2 将来⼈⼝の推計に使⽤した合計特殊出生率 

 
H21 年 
(2009年) 

H22 年 
(2010年) 

H23 年 
(2011年)

H24 年 
(2012年)

H25 年 
(2013年)

H32 年 
(2020 年) 

予測 

5 年間の 
伸び率 

実績値 1.09 1.22 1.29 1.24 1.24 1.30 1.007 

調整値（採用） 1.21 1.22 1.23 1.24 1.24 1.27 1.004 

図表 3-4-3 将来⼈⼝の想定 
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＜転出者調査＞ 

調査地域 ：全国 

調査対象 ：過去１年間に本市から転出した 18歳以上の男女個人 

標本数 ：1,000 人 

抽出方法 ：住民基本台帳の履歴より該当者を抽出 

調査方法 ：郵送配布・郵送回収 

調査期間 ：平成 27（2015）年６月 15日(月)～７月 10日（金） 

有効回答数 ：276人（有効回収率 27.6％） 

 

＜若者 WEB調査＞ 

調査地域 ：本市全域 

調査対象 ：16～49 歳男女個人 

抽出方法 ：インテージネットモニターより該当者を抽出 

調査方法 ：インターネット調査 

調査期間 ：平成 27（2015）年９月 17日（木）～９月 24日（木） 

有効回答数 ：480人 

 

＜近隣市 WEB調査＞ 

調査地域  ：東京都及び埼玉県（所沢市、入間市、狭山市、飯能市、川越市、新座

市） 

調査対象 ：20～49 歳男女個人 

抽出方法 ：インテージネットモニターより該当者を抽出 

調査方法 ：インターネット調査 

調査期間 ：平成 27（2015）年９月 17日（木）～９月 24日（木） 

有効回答数 ：1,671 人 

 

 

 

 

  
＊「２．結婚・出産・子育てやくらしに関する希望」～「５．認知及びイメージ」 

における数表の網掛け表示について 

 

各種調査結果の表示のうち、図表 4-2-3、4-2-5、4-2-7、4-2-12、4-3-1、4-3-2、4-5-2

に関して、数表にかかっている色網掛けのうち、「■」の網掛けは、比率の差の検定（有

意水準 5％）で、ＴＯＴＡＬに対する割合が有意に高かったことを、「■」の網掛けは、

ＴＯＴＡＬに対する割合が有意に低かったことを表している。 



























113 

第５章 人口の将来展望 
 

 
本市の人口は緩やかに増加しつつも平成 32（2020）年の 20 万３千人をピークに減少に転

じ、平成 52（2040）年には平成 27（2015）年現在の 19 万８千人を割り込み、平成 72（2060）

年には 18 万人以下となる予測です。 

 

また、人口構造は大きく変化し、平成 27（2015）年と平成 72（2060）年を比較すると、

年少人口の割合は７割程度に、後期高齢者の割合は約 2.2 倍に達すると予想されます。 

 

今後の人口減少社会の到来や少子高齢化の進展、ライフスタイルの多様化といった様々

な変化は、地域経済や地域のコミュニティなどへの影響も懸念され、将来展望を踏まえた

対応が求められています。 

 

一方で、本市は近隣市区と比べると人口減少率は緩やかであり、多世代が居住し、ファ

ミリー層が多く住んでいることや、面積 15.75 ㎢で地形はほぼ平坦、鉄道は２路線５駅、

市域の約８割の地域では駅まで徒歩 20 分圏内、鉄道だけでなく主要幹線道路の発達やバス

便の充実、都心までのアクセスの利便性に恵まれているといった特徴とともに、都心に比

べて比較的みどりが多く、郊外の居心地の良さを享受できる都市として存在しています。 

また、商業をはじめとした事業所などの一定の産業集積と産業構造を備えるとともに、

身近で都市農業が営まれるなど、自然と生活が調和した魅力ある都市といえます。 

 

将来においても「住み続けたいまち」、「住みたいまち」として選択されるよう、人口課

題等に対応しつつ、本市の持つ特徴や良さを活かしたまちづくりを進める必要があります。 
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センター地域 栄町地域包括支援センター地域（ひばりが丘北・北町・栄町・下保谷） 

減少傾向にあった人口は、平成 23 年以降は増加傾向。人口割合及び持ち家比率は市平均

と同程度。民営借家及び一戸建てに住む世帯割合が高い。市平均と比べて「宿泊業、飲

食サービス業」及び「医療、福祉」の従業者割合がやや高い。市平均と比べて、住み心

地への満足は低いが、全般的に生活環境の改善が感じられており、特に「公共交通利便

性」「歩行環境」「街並み・景観」において感じられている。 

人 
 

 
 

口 

総人口 （平成 23（2011）年）20,545 人  （平成 27（2015）年）21,346 人  （+3.9％） 

平成 17（2005）年から平成 23（2011）年まで減少傾向にあったが、平成 23（2011）年以降は

増加傾向。 

人口構成 

（H27 年） 

【現在】 0～4 歳と 20～39 歳女性がやや

高い。 
構成比(%) 栄町 全市 

0～14 歳 12.9 12.6 

15～64歳 64.2 64.2 

65歳以上 22.9 23.3 

【将来】 全市とほぼ同じ傾向一で推移す

る予測。 

 

 

 

 

世帯・住宅 

（H22 年） 

 

事業所・従業者 

（H24 年） 

事業所数：636（構成比：12.5％）、従業者数：4,218 人（構成比：8.7％） 

 

市民意識調査 

結果 

（H２７年） 

市への愛着度 67.7％（市平均 68.7％）、住み心地 53.7％（市平均 59.9％）、 

継続居住意向 74.3％（市平均 76.0％） 
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センター地域 富士町地域包括支援センター地域（東町・中町・富士町） 

増加傾向にあった人口は、平成 24年以降は横ばい。人口割合は 20～34 歳女性やや高い。

持ち家比率は低く、単身世帯及び民営借家に住む世帯割合が高い。市平均と比べて「卸売

業・小売業」、「建設業」及び「宿泊業、飲食サービス業」の従業者割合が高い。市平均と

比べて、市への愛着度や継続居住意向は低いが、「歩行環境」、「街並み・景観」及び「保健・

医療サービス」の改善が感じられる一方で、「買い物利便性」の改善は感じられていない。

人 
 

 
 

口 

総人口 

 

（平成 23（2011）年）24,697 人  （平成 27（2015）年）24,607 人  （-0.4％） 

平成 19（2007）年から平成 24（2012）年までは増加傾向にあったが、平成 24（2012）年以降

は横ばい。 

人口構成 

（H27 年） 

【現在】 20～34 歳女性がやや高い。 
構成比(%) 富士町 全市 

0～14歳 11.9 12.6 

15～64歳 66.5 64.2 

65歳以上 21.7 23.3 

【将来】 15～64 歳が多い割合で推移する

予測。 

 

 

 

世帯・住宅 

（H22 年） 

 

事業所・従業者 

（H24 年） 

事業所数：608（構成比：11.9％）、従業者数：4,634 人（構成比：9.6％） 

 

市民意識調査 

結果 

（H２７年） 

市への愛着度 65.4％（市平均 68.7％）、住み心地 59.3％（市平均 59.9％）、 

継続居住意向 72.1％（市平均 76.0％） 
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センター地域 泉町地域包括支援センター地域（北原町・泉町・住吉町） 

平成 21 年の大規模開発により急増した人口は、平成 23 年以降は横ばい。人口割合は 65

歳以上が高く、持ち家比率及び一戸建てに住む世帯割合が高い。市平均と比べて「建設

業」及び「卸売業・小売業」の従業者割合が高い。市平均と比べて、市への愛着度、住

み心地、継続居住意向は高く、「芸術・文化、学習環境」「福祉環境」「防犯・防災」の改

善が感じられている。 

人 
 

 
 

口 

総人口 

 

（平成 23（2011）年）20,225 人  （平成 27（2015）年）20,074 人  （-0.7％） 

平成 21（2009）年に大規模開発により人口が急増したが、その後は微減の傾向。 

人口構成 

（H27 年） 

【現在】 65 歳以上が高く、15～44 歳女性

がやや低い。 
構成比(%) 泉町 全市 

0～14 歳 12.1 12.6 

15～64歳 61.2 64.2 

65歳以上 26.7 23.3 

【将来】 75 歳以上が多い割合で推移し、

平成 72（2060）年に 29.1％に達する予測。

 

 

 

 

世帯・住宅 

（H22 年） 

 

事業所・従業者 

（H24 年） 

事業所数：416（構成比：8.2％）、従業者数：3,096 人（構成比：6.4％） 

 

市民意識調査 

結果 

（H27 年） 

市への愛着度 70.8％（市平均 68.7％）、住み心地 60.4％（市平均 59.9％）、 

継続居住意向 78.7％（市平均 76.0％） 

0～ 4歳
5～ 9歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90歳以上

女

性

男

性

地域別人口ピラミッド

8.6 

35.6 

32.2 

62.7 

30.3 

57.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

６歳未満児童がいる割合

65歳以上と同居している世帯の割合

単身世帯割合

持ち家比率

民営借家に住む世帯の割合

一戸建の割合

（％）

泉町

市全域

16.9%

4.9%

24.8%

9.3% 5.6%
1.3%

16.0%
8.1% 6.1%

21.5%

11.3%
7.3% 6.5%

16.6%

建
設
業

製
造
業

卸
売
業
・

小
売
業

宿
泊
業
、

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連

サ
ー
ビ
ス
業
、

娯
楽
業

教
育
、
学
習

支
援
業

医
療
、
福
祉

産業別従業者数構成比（主な産業のみ）
泉町 市全域

0.28

0.42

0.22
0.31

0.12

0.46 0.53

0.29

0.12
0.13

0.07

0.28

-0.12
0.08

0.16

0.36

0.14
0.25

0.03

0.45 0.45

0.15 0.14
0.10

0.00

0.15

-0.15
-0.01

防
犯
・防
災

保
健
・医
療
サ
ー
ビ
ス

緑
・水
辺

街
並
み
・景
観

歩
行
環
境

公
共
交
通
利
便
性

買
い
物
利
便
性

芸
術
・
文
化
、
学
習
環
境

ス
ポ
ー
ツ
参
加
、
楽
し
む
環
境

育
児
サ
ポ
ー
ト
環
境

教
育
環
境

福
祉
環
境

自
治
組
織

行
事
・イ
ベ
ン
ト

生活環境の改善度 （＋良くなっている、－悪くなっている）

泉町 市平均



119 

センター地域 田無町地域包括支援センター地域（田無町・保谷町） 

平成 23 年以降、人口は横ばい。人口割合は 25～34 歳が高く、０～19 歳が低い。持ち家

比率は低く、単身世帯及び民営借家に住む世帯割合が高い。事業所の 24.1％が集中する

地域で、「製造業」及び「卸売業・小売業」の従業者割合が高い。市平均と比べて、市へ

の愛着度は高いものの、「買い物利便性」「歩行環境」の改善は感じられていない。 

 

人 
 

 
 

口 

総人口 

 

（平成 23（2011）年）25,121 人  （平成 27（2015）年）25,007 人  （-0.5％） 

平成 17（2005）年から平成 27（2015）年までほぼ横ばい状態。 

人口構成 

（H27 年） 

【現在】 25～34 歳が高く、0～19 歳が低

い。 
構成比(%) 田無町 全市 

0～14 歳 10.4 12.6 

15～64歳 66.0 64.2 

65歳以上 23.5 23.3 

【将来】 15～64 歳が多い割合で推移する

予測。 

 

 

 

 

 

世帯・住宅 

（H22 年） 

 

事業所・従業者 

（H24 年） 

事業所数：1,231（構成比：24.1％）、従業者数：13,608 人（構成比：28.2％） 

 

市民意識調査 

結果 

（H27 年） 

市への愛着度 70.6％（市平均 68.7％）、住み心地 59.7％（市平均 59.9％）、 

継続居住意向 74.6％（市平均 76.0％） 
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センター地域 緑町地域包括支援センター地域（緑町・谷戸町・ひばりが丘） 

平成 17 年及び平成 22 年の開発により急増した人口は、平成 23 年以降は横ばい。人口割

合は５～14 歳及び 40～54 歳の人口割合が高く、持ち家比率も高い。一戸建ての割合が低

く、ファミリー世帯によるマンション等の持ち家が多い。市平均と比べて「卸売業・小

売業」の従業者割合が高い。市平均と比べて、住み心地の満足度が高く、特に「買い物

利便性」「公共交通利便性」の改善が感じられている。 

人 
 

 
 

口 

総人口 （平成 23（2011）年）25,589 人  （平成 27（2015）年）25,259 人  （-1.3％） 

平成 17（2005）年、平成 22（2010）年に開発により人口が急増、その他の年は横ばい～微

減。 

人口構成 

（H27 年） 

【現在】 20～39 歳が低く、5～14 歳、40～

54 歳が高い。 
構成比(%) 緑町 全市 

0～14 歳 13.9 12.6 

15～64歳 62.8 64.2 

65歳以上 23.3 23.3 

【将来】 0～14 歳が多く、75 歳以上が少な

い割合で推移する予測。 

 

 

 

 

世帯・住宅 

（H22 年） 

 

事業所・従業者 

（H24 年） 

事業所数 598（構成比：11.7％）、従業者数：5,251 人（構成比：10.9％） 

 

市民意識調査 

結果 

（H27 年） 

市への愛着度 68.3％（市平均 68.7％）、住み心地 65.3％（市平均 59.9％）、 

継続居住意向 77.9％（市平均 76.0％） 
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センター地域 西原町地域包括支援センター地域（西原町・芝久保町） 

平成 19 年から平成 21 年以降のひばりが丘二丁目周辺地域の開発で急増した人口は、平成

23年以降は横ばい。人口割合は５～14歳が高い。持ち家比率は高く、一戸建ての割合は低

い。市平均と比べて「生活関連サービス業、娯楽業」、「建設業」及び「医療、福祉」の従

業者割合が高い。市平均と比べて、市への愛着度や継続居住意向が高く、「買い物利便性」

の改善が感じられている。一方、「歩行環境」「緑・水辺」等の改善が感じられていない。

人 
 

 
 

口 

総人口 

 

（平成 23（2011）年）26,370 人  （平成 27（2015）年）26,248 人  （-0.5％） 

平成 19（2007）年～平成 21（2009）年にひばりが丘団地の開発により人口が急増、その後は

横ばい。 

人口構成 

（H27 年） 

【現在】 5～14 歳がやや高い。 
構成比(%) 西原町 全市 

0～14 歳 14.1 12.6 

15～64歳 62.9 64.2 

65歳以上 23.0 23.3 

【将来】 0～14 歳がやや多い割合で推移す

る予測。 

 

 

 

 

世帯・住宅 

（H22 年） 

 

事業所・従業者 

（H24 年） 

事業所数：507（構成比：9.9％）、従業者数：6,140 人（構成比：12.7％） 

 

市民意識調査 

結果 

（H27 年） 

市への愛着度 75.0％（市平均 68.7％）、住み心地 61.2％（市平均 59.9％）、 

継続居住意向 80.2％（市平均 76.0％） 
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センター地域 向台町地域包括支援センター地域（南町・向台町） 

平成 22 年以降の向台町三丁目周辺地域の開発により急増した人口は、平成 23 年以降も

増加傾向。人口割合は、０～５歳が高く、65 歳以上がやや低い。持ち家比率は市平均と

同程度で、一戸建ての割合が高い。市平均と比べて「生活関連サービス業、娯楽業」及

び「医療、福祉」の従業者割合が高い。市平均と比べて、市への愛着度や住み心地、継

続居住意向が高く、「買い物利便性」の改善が感じられる一方で、「歩行環境」「緑・水辺」

等の改善は感じられていない。 

人 
 

 
 

口 

総人口 

 

（平成 23（2011）年）26,171 人  （平成 27（2015）年）26,732 人  （+2.1％） 

平成 22（2010）年に開発により人口が急増、その後も増加傾向。 

人口構成 

（H27 年） 

【現在】 0～5 歳がやや高く、65 歳以上が

やや低い。 
構成比(%) 向台町 全市 

0～14 歳 13.8 12.6 

15～64歳 64.3 64.2 

65歳以上 21.9 23.3 

【将来】 0～14 歳がやや多い割合で推移。

 

 

 

 

世帯・住宅 

（H22 年） 

 

事業所・従業者 

（H24 年） 

事業所数：529（構成比：10.4％）、従業者数：4,064 人（構成比：8.4％） 

 

市民意識調査 

結果 

（H27 年） 

市への愛着度 73.1％（市平均 68.7％）、住み心地 61.2％（市平均 59.9％）、 

継続居住意向 78.4％（市平均 76.0％） 
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センター地域 新町地域包括支援センター地域（新町・柳沢・東伏見） 

平成 23 年以降、人口は微増傾向。人口割合は、０～９歳及び 25～44 歳女性がやや低い。

持ち家比率は低く、民営借家や一戸建てに住む世帯割合が低い。市平均と比べて「教育、

学習支援業」の従業者割合が高い。市平均と比べて、市への愛着度が低く、「買い物利便

性」の改善が感じられていないものの、「緑・水辺」の改善が感じられている。 

 

人 
 

 
 

口 

総人口 

 

（平成 23（2011）年）25,408 人  （平成 27（2015）年）25,755 人  （+1.4％） 

平成 17～21（2005～2009）年は横ばい、平成 22（2010）年以降は微増。 

人口構成 

（H27 年） 

【現在】 25～44 歳女性、0～9 歳がやや低

い。 
構成比(%) 新町 全市 

0～14 歳 11.4 12.6 

15～64歳 64.8 64.2 

65歳以上 23.8 23.3 

【将来】 0～14 歳がやや少ない割合で推

移する予測。 

 

 

 

 

世帯・住宅 

（H22 年） 

 

事業所・従業者 

（H24 年） 

事業所数：580（構成比：11.4％）、従業者数：7,260 人（構成比：15.0％） 

 

市民意識調査 

結果 

（H27 年） 

市への愛着度 60.6％（市平均 68.7％）、住み心地 58.1％（市平均 59.9％）、 

継続居住意向 74.9％（市平均 76.0％） 
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